
△4,538△3,671△3,592投資活動収支

△117285398財務活動収支

6041,016△281本年度資金収支額

9,1544,7212,023前年度末資金残高

9,7615,7381,742本年度末資金残高

660657657
本年度末歳計外現金残

高

10,4226,3952,399本年度末現金預金残高

一年間の現金等の資金の流れを、 性質の異なる三つ
の活動に分けて表したもので、 市がどのよう な活動に
お金を必要としているかを示すものです。

～傾向～
一般会計等について基礎的財政収支（ 業務活動収

支と投資的活動収支の合計） がマイナスとなっており 、
行政サービスを起債や基金取崩しに頼らざるを得ない
状況となっています。
また、 財務活動収支は、 地方債の借入額が返済額を

上回り 負債が増加していることを表しており 、 一般会
計等や全体会計では改善が必要な状況です。

※全ての表において、 単位以下の数値を四捨五入し ているため、 合計と 一致しない場合があり ます。

（ 単位： 百万円）

一年間の行政サービス（ 資産形成に係るものを除く ） に要した費用（ 減価償却費や退職手当引当金繰入額
など現金の動きを伴わないコスト も含む） と 、 収益を表したものです。

～傾向～
・ 経常費用に対する経常収益（ 使用料・
手数料や諸収入など） の割合は、 一般会
計等が3. 3％、 全体会計が9. 0％、 連結会
計が17. 3％となり ます。
業務費用では、 人事院勧告や物価高騰

等により 、 人にかかるコスト 、 物にかか
るコスト が1. 1％程度増加しています。

・ 一般会計等は、 災害復旧事業費が減少
した一方で、 国の物価高騰対策事業や社
会保障給付費等の増加により 、 純行政コ
スト が1, 324百万円程度増加しています。

（ 令和４ 年度純行政コスト ： 35, 825百万円）

連結会計全体会計一般会計等会計区分

70,43755,47138,257経常費用

35,10724,07920,335業務費用

10,9996,0305,707人にかかるコスト

23,12117,25714,212物にかかるコスト

987792416その他のコスト

35,33031,39317,922移転費用

12,2024,9901,271経常収益

190164163臨時コスト

58,42550,64537,149純行政コスト

（ 単位： 百万円）

一年間の「 純資産」 の変動について、 どのよう な財源や要因で増減したかを示したものです。

～傾向～
どの会計区分でも物件費の増加により純行政コスト が増加したため純資産が減少していますが、

連結会計については後期高齢者医療広域連合において社会保障給付費が大幅に増加しているため、
一般会計等や全体会計と比べて純資産変動額が大きく なっています。
（ 令和４ 年度純資産変動額： 一般会計等▲2, 173 全体会計▲2, 044 連結会計▲1, 713）

連結会計全体会計一般会計等会計区分

149,691141,277130,724前年度末純資産残高

△58,425△50,645△37,149純行政コスト

55,38448,01434,221財源

33,64529,83524,152税収等

21,73918,18010,069国県等補助金

222資産評価差額等

△3,002△2,633△2,931本年度純資産変動額

146,689138,644127,793本年度末純資産残高

（ 単位： 百万円）

市が保有する公共施設やインフラなどの「 資産」 に対して、 地方債などの将来返済しなければな
らない「 負債」 や、 返済を要しない「 純資産」 などの状況を総括的に表したものです。

～傾向～
純資産が資産に占める割合（ 純資産比率） は、 一般会計等で77. 3％、 全体会計で64. 5％、 連結会

計で62. 6％と なり 、 一般会計等に比べ連結会計は純資産の割合が低く なっています。
これは、 連結会計は主に掛川市・ 袋井市病院企業団や袋井市森町広域行政組合などで地方債等の

固定負債が多いためです。 （ 単位： 百万円）

①貸借対照表 ②行政コスト計算書

③純資産変動計算書

④資金収支計算書

市の財政状況について、発生主義会計の考え方を取り入れた財務諸表を
作成しました。
「どのくらいの資産があるのか？」「行政サービスはどのくらいコストがかかっ

ているのか？」といったことが見えてくるため、決算書（単年度主義会計）と合
わせて活用することでより多くの視点で財政状況を把握することができます。

連結会計

袋井市森町広域行政組合
中遠広域事務組合
静岡地方税滞納整理機構
掛川市・袋井市病院企業団 など

水道事業会計
下水道事業会計
病院事業会計

国民健康保険特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険特別会計
駐車場事業特別会計全体

会計

一
部
事
務
組
合
等

地
方
公
社
等

公
営
事
業
会
計

公
営
企
業
会
計

一般会計
墓地事業特別会計

一
般
会
計
等

普
通
会
計

財務諸表の会計範囲

連結会計全体会計一般会計等会計区分

78,98869,19233,655固定負債

8,7497,1883,794流動負債

146,689138,644127,793純資産合計

234,426215,024165,242
負債及び

純資産合計

87,73776,38037,449負債合計

77. 3％ 64. 5％ 62. 6％純資産比率

連結会計全体会計一般会計等会計区分

219,104205,190159,903固定資産

212,269199,314153,858有形固定資産

432337322無形固定資産

6,4035,5395,723投資その他の資産

15,3229,8345,339流動資産

234,426215,024165,242資産合計

資産の部 負債の部

連結会計全体会計一般会計等会計区分

5,2594,4022,914業務活動収支

基礎的財政収支 △678 731 2, 146

会計範囲 対象とする会計

袋井地域土地開発公社

社会福祉法人 袋井市社会福祉
協議会

（ 統一的な基準）

純資産の部
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指標から分かる袋井市の現状
将来性健全性

☆傾向
令和５ 年度は、 財源不足

に伴う 基金の取り 崩しによ
り 財政調整基金が５ 億円程
度減少したため、 昨年度よ
り も15ポイント 数値が減少
しました。
近年の傾向として、 近隣

市や類似団体に比べ低い水
準であることから、 現金預
金や財政調整基金を充実さ
せるなどして、 流動比率を
高めることが必要です。

今後１ 年間における現金の支払予定額に対して、 どの程度資金の
準備がされているかを表します。 100％を下回れば、 支払額に充てる
資金が少ないことを示すものです。

～流動比率～
有形固定資産のう ち、 土地以外の償却資産の取得価格に対する減価

償却累計額の割合です。 償却資産が耐用年数と比較してどの程度経過
しているのかを示すものです。 100％に近いほど老朽化が進んでいる
と言えます。

～有形固定資産 減価償却率～

☆傾向
資産の有形固定資産減価

償却率は前年度に比べ1. 3ポ
イント 上昇していますが、
近隣市・ 類似団体と比較し
数値は低く なっています。
施設の長寿命化や資産を

更新する際の施設の統廃合
や規模の見直し 、 資金の確
保が今後の課題となります。

単位
％

本市の負債を市民一人に分配するといく らになるかを示すものです。

～市民一人当たりの負債～

☆傾向
令和５ 年度は、 月見の里

学遊館やコミ ュニティ セン
ターの長寿命化工事のため
に借り 入れを行ったことか
ら、 前年度に比べて地方債
現在高が増加しています。

令和４ 年度決算ベースで
は、 近隣市や類似団体と比
較し高いため、 今後もプラ
イマリ ーバランスを考慮し
た計画的な起債を行う こと
が必要です。

単位
万円

単位
％

公共施設など現在の有形固定資産の更新にあたり 、 同程度の施設
を整備する場合に、 どの程度の資金の蓄えがあるかを表し 、 数値が
大きいほど、 将来に備えた資産の更新準備ができていると言えます。

～資産更新準備率～

☆傾向
令和５ 年度は、 減価償却累

計額の増加のほか、 人件費や
物価高騰に対する不足額に対
して基金を活用したことから
基金が減少となり 前年度から
0. 5ポイント 減少しました。
近隣市・ 類似団体と比較して
も低い水準となっています。
将来に備え、 より 一層の資金
準備をする必要があります。

単位
％

計算式
負債合計
年度末人口

計算式
現金預金 ＋ 財政調整基金

流動負債

計算式
現金預金 ＋ 基金
減価償却累計額

◇連結会計ベース
◇近隣市は、 湖西市、 磐田市、 掛川市、 菊川市、 袋井市の平均値
◇類似団体は、 湖西市、 島田市、 裾野市、 袋井市の平均値
※近隣市と類似団体のR3年度の数値は公表されていないため集計不
可

袋井市 近隣市 県内類似団体

昨年度改善が見られた流動比率や資産

更新準備率が悪化しました。類似団体と

比較しても低い水準が続いており、将来へ

の備えが十分とは言えない状況です。

公共施設の長寿命化や改修などを公共

施設等総合管理計画や３Rプロジェクト（長

寿命化）をもとに進めておりますが、地方

債も増加していることに留意し、①施設の

長寿命化対策や、②保有量の適正化など

公共施設マネジメントを着実に進める必要

があります。

計算式
減価償却累計額

償却資産取得価額合計

単位： 万円

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 100. 3 99. 2 98. 1 99. 3

近隣市 99. 2 98. 0 96. 5 ※

類似団体 91. 9 88. 2 87. 7 ※

単位： ％

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 110. 3 144. 4 162. 2 147. 2

近隣市 137. 6 168. 0 175. 3 ※

類似団体 182. 8 215. 8 226. 9 ※

単位： ％

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 49.8 51.7 53.1 54.7

近隣市 56.0 57.5 60.6 ※

類似団体 54.5 55.8 57.1 ※

単位： ％

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 8. 6 9. 7 9. 9 9. 0

近隣市 9. 7 10. 8 11. 4 ※

類似団体 14. 1 14. 1 15. 2 ※
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☆傾向
令和４ 年度決算ベース

では直近の比較対象とな
る近隣市や類似団体と比
べ負担率が低いため、 受
益者が直接負担するべき
費用については、 定期的
に見直し、 負担率を上げ
る検討が必要といえます。
令和６ 年度に使用料・

手数料の定期見直しを行
い、 料金の引き上げを行
いました。 今後も定期的
な見直しを実施します。

行政サービスの提供に対する受益者の負担割合を示すものです。

～受益者負担比率～ ～市民一人当たりの行政コスト ～

市民一人当たり の行政サービスの効率性を示すものです。

☆傾向
令和５ 年度は、 国の物

価高騰対策事業の実施な
どにより 、 前年度よりお
よそ２ 万円増加しました。
行政サービスの内容は、

各自治体で異なるため、
需要に対して十分な行政
サービスが提供できてい
るかは個々の事業で検証
が必要です。

効率性

単位
万円単位

％

計算式
純経常行政コスト

年度末人口

計算式
経常収益
経常費用

自律性

公平性

～純資産比率～
資産のう ち、 借金の返済を必要としない資産がどの程度の割合か

を示します。 現在持っている資産がこれまでの世代による負担なの
か、 あるいは将来世代への負担となっていく のかを示すものです。

☆傾向
純資産比率は毎年60％前

後で推移しており 、 これま
での世代の負担の割合が大
きいことが分かり ます。
近隣市や類似団体と同程

度の割合となっています。

単位
％

計算式
純資産合計
資産合計

市民一人当たりの行政コストは高齢化の進展等

により、今後も社会保障給付を中心として、さらに

増加することが推測されます。

引き続き、特定財源の確保や事業の取捨選択を

推進するなど、財政健全化の取り組みによる効率

的な財政運営が必要です。

近隣市や類似団体と比較すると受益者負担比率

が低い状況です。

自主財源の確保や受益者負担の原則の観点か

ら使用料及び手数料については適切な負担となる

よう定期的に見直しを行います。

（令和６年度に改定を実施。次回は令和９年度）

本市の資産を、 市民一人当たりに分配するといく らになるかを
示すものです。

～市民一人当たり の資産～

資産形成度

☆傾向
令和５ 年度は、 新

規資産取得額が資産
の減価償却額を下
回ったため減少しま
した。

計算式
資産合計

年度末人口

【参考】

単位
万円

単位： ％

一般会計等 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 2. 6 2. 9 3. 6 3. 3

近隣市 3. 7 4. 3 4. 7 ※

類似団体 3. 5 4. 4 4. 6 ※

単位： 万円

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 71. 3 65. 6 64. 0 65. 9

近隣市 72. 4 65. 8 63. 7 ※

類似団体 72. 0 65. 9 63. 7 ※

単位： ％

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 14. 9 16. 6 17. 8 17. 8

近隣市 22. 5 24. 7 19. 0 ※

類似団体 22. 0 23. 7 16. 6 ※

単位： 万円

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 275.8 272.1 268.5 265.4

近隣市 269.3 269.0 266.1 ※

類似団体 277.6 272.4 275.6 ※

単位： ％

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 63. 6 63. 6 63. 4 62. 6

近隣市 63. 0 63. 4 63. 4 ※

類似団体 66. 7 67. 7 68. 0 ※
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９　資金収支計算書を家計簿に置き換えてみると・・・

令和５年度決算：資金収支計算書（一般会計等） 袋井市の家計簿（一年間）

金額 金額 R5年度 R4年度

20億2, 283万円 令和４ 年度の資金の残高 貯金 40万円 33万円

税収等収入 241億8, 972万円 税金、 交付税、 寄附金など 給料 484万円 478万円

使用料及び手数料収入 2億6, 462万円 使用料や手数料など パート 収入 5万円 5万円

国県等補助金収入 102億1, 490万円 国や県から の補助金など 両親の年金 204万円 204万円

346億6, 924万円 車の下取り 36万円 21万円

人件費支出 54億8, 553万円 職員給与、 退職金、 議員報酬など 銀行から の借入 70万円 57万円

物件費等支出 77億7, 536万円 光熱水費、 通信運搬費、 物品購入費など 839万円 798万円

支払利息支出等 3億5, 096万円 支払利息など 食費 110万円 111万円

業務費用支出 136億4, 185万円 衣料・ 家賃・ 光熱水費など 155万円 150万円

他会計への繰出支出 15億7, 451万円 特別会計への繰出金 借入金の利息など 7万円 7万円

補助金等支出 82億6, 204万円 補助金など 子ども への仕送り 31万円 31万円

社会保障給付支出 80億2, 831万円 児童手当や障害者支援費など 親戚への援助 165万円 154万円

その他の支出 2億4, 885万円 公課費、 補償・ 補填費など 家族の医療費 161万円 150万円

移転費用支出 181億1, 372万円 自動車税・ 重量税など 5万円 11万円

317億5, 557万円 車の買い換え 108万円 79万円

業務活動収支 29億1, 367万円 ローン 返済 62万円 65万円

投資活動収入 18億1, 310万円 公共資産の売却や基金の取り 崩し など 804万円 758万円

投資活動支出 54億  540万円 公共資産形成のための支出 35万円 40万円

投資活動収支 ▲35億9, 230万円

財務活動収入 35億2, 330万円 国や金融機関から の借入など

財務活動支出 31億2, 548万円 元金償還など

財務活動収支 3億9, 782万円

▲2億8, 081万円 令和５ 年度の収入と 支出の差

17億4, 202万円 令和５ 年度末の資金の残高令和５ 年度末資金残高

当期収支

業務支出

業務収入

※資金収支計算書を「 約5, 000分の１ 」 に置き 換え、
年収約550万円の家計簿と し て表し ています。

貯金残額

令和４ 年度末資金残高

項　 　 　 　 目

支   出

収   入

項　 　 　 　 目
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10　財務諸表から分かること　

　(１)　財政に持続可能性があるか？　～持続可能性（健全性）～

計算式

単位： 万円

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 100. 3 99. 2 98. 1 99. 3

近隣市 99. 2 98. 0 96. 5 ※

類似団体 91. 9 88. 2 87. 7 ※

計算式

単位： 年

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 10. 8 8. 5 8. 8 10. 6

近隣市 9. 7 7. 2 7. 7 ※

類似団体 8. 9 7. 5 6. 4 ※

「 近隣市」 は、 湖西市、 磐田市、 掛川市、 菊川市、 袋井市の平均値。
「 類似団体」 は、 湖西市、 島田市、 裾野市、 袋井市の平均値。

説　 明 　 本市の負債を 市民一人に分配すると いく ら になるかを 示すも のです。

負債合計　 ÷　 市の人口( R6. 3. 31現在： 88, 321人)

分　 析

　 市民一人あたり の負債は、 一般会計において、 月見の里学遊館やコ
ミ ュ ニティ センタ ーの長寿命化工事のために借り 入れを 行っ たこ と か
ら 、 前年度に比べて増加し ています。 近隣市や類似団体と 比較し ても 高
い水準と なっ ています。
　 今後も プラ イ マリ ーバラ ンスを 考慮し た計画的な起債を 行う こ と が必
要です。

説　 明
　 実質債務が償還財源上限額の何年分あるかを 表し ます。 債務返済能力
を 測るこ と ができ ます。

（ 地方債等　 ＋　 １ 年内償還予定地方債等） 　 ÷　 業務活動収支

分　 析

　 本指標の値が小さ いほど返済能力が高いこ と を 示し ます。
　 令和５ 年度は、 公共施設の長寿命化工事等にかかる経費が前年度比増
と なっ たほか、 物価高騰により 業務活動収支が減少し たため指標の値は
前年度より 悪化し ています。

① 市民一人当たりの負債

② 債務償還可能年数
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計算式

単位： ％

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 110. 3 144. 4 162. 2 147. 2

近隣市 137. 6 168. 0 175. 3 ※

類似団体 182. 8 215. 8 226. 9 ※

計算式

単位： 百万円

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 1, 320. 2 3, 428. 4 2, 425. 4 387. 3

近隣市 1, 962. 4 4, 256. 2 2, 102. 9 ※

類似団体 807. 2 △ 167. 5 579. 7 ※

分　 析

　 令和５ 年度は、 現金預金は増加し たが財政調整基金が５ 億円程度減少
し たため、 昨年度よ り も 15ポイ ント 数値が減少し まし た。 近隣市及び類
似団体平均と 比較し 未だ低い水準であるこ と から 、 今後も 現金預金や財
政調整基金を 充実さ せ、 流動比率を 高めていく こ と が必要です。

説　 明
　 公債の元利償還額を 除いた歳出と 公債発行収入を 除いた歳入のバラ ン
スを 表すも ので、 値がプラ スであれば、 経費が税収などでまかなわれて
いる こ と を 意味し ます。

業務活動収支（ 支払利息を 除く ） ＋　 投資活動収支（ 基金積立金支出及
び基金取崩収入を 除く ）

分　 析

　 令和５ 年度は、 物価高騰によ る業務支出の増により 業務活動収支が減
少し たほか、 公共施設長寿命化工事等で増えた投資活動支出に対し 基金
取崩を 増やすこ と で対応し たこ と で投資活動収支も 減少し たこ と から 数
値が大幅に減少し まし た。
　 歳入増と 歳出減を 徹底し 、 収支を プラ スで維持する必要があり ます。

説　 明
　 今後１ 年間における現金の支払予定額に対し て、 どの程度資金の準備
がさ れているかを 表し ます。 100％を 下回れば、 支払額に充てる 資金が少
ないこ と を 示すも のです。

（ 現金預金　 +　 財政調整基金） ÷　 流動負債

④ 基礎的財政収支

③ 流動比率
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（２）　将来世代と現世代との負担の分担は適切か？　～世代間公平性～

説　 明

計算式

単位： ％

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 63. 6 63. 6 63. 4 62. 6

近隣市 63. 0 63. 4 63. 4 ※

類似団体 66. 7 67. 7 68. 0 ※

(３)　将来世代に残る資産はどれくらいあるのか？　～資産形成度～

計算式

単位： 万円

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 275.8 272.1 268.5 265.4

近隣市 269.3 269.0 266.1 ※

類似団体 277.6 272.4 275.6 ※

説　 明
　 本市の資産を 市民一人ひと り に分配すると いく ら になるのかを 表し ま
す。

資産合計　 ÷　 市の人口( R6. 3. 31現在： 88, 321人)

分　 析

　 令和５ 年度は、 新規資産取得額が資産の減価償却額を 下回っ たため減
少し まし た。
　 資産が大き いと いう こ と は、 その分の更新に係る経費が生じ る点につ
いても 注意する必要があり ます。

　 資産のう ち、 借金の返済を 必要と し ない資産がどの程度の割合かを 示
し ます。 現在持っ ている資産がこ れまでの世代による負担なのか、 ある
いは、 将来世代への負担と なっ ていく のかを 示すも のです。

分　 析
　 純資産比率は毎年60％前後で推移し ており 、 こ れまでの世代の負担の
割合が大き いこ と が分かり ます。
　 近隣市や類似団体と 同程度の割合と なっ ています。

純資産合計　 ÷　 資産合計

① 市民一人当たりの資産

① 純資産比率
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計算式

単位： ％

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 49.8 51.7 53.1 54.7

近隣市 56.0 57.5 60.6 ※

類似団体 54.5 55.8 57.1 ※

計算式

単位： ％

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 8. 6 9. 7 9. 9 9. 0

近隣市 9. 7 10. 8 11. 4 ※

類似団体 14. 1 14. 1 15. 2 ※

分　 析

　 資産の有形固定資産減価償却率は前年度に比べ1. 3ポイ ント 上昇し てい
ますが、 近隣市・ 類似団体と 比較し 数値は低く なっ ています。
　 施設の長寿命化や資産を 更新する際の施設の統廃合や規模の見直し 、
資金の確保が今後の課題と なり ます。

説　 明
　 現在の有形固定資産の更新にあたり 、 同程度の施設を 整備する額に対
し 、 どの程度の準備（ 資金等） ができ ている のかを 表し ます。 数値が大
き いほど、 将来に備えた資産更新準備ができ ていると 言えます。

（ 現金預金　 +　 基金） ÷　 減価償却累計額

分　 析

　 令和５ 年度は、 減価償却累計額の増加のほか、 人件費や物価高騰に対
する 不足額に対し て基金を 活用し たこ と から 基金が減少と なり 前年度か
ら 0. 5ポイ ント 減少し まし た。 近隣市・ 類似団体と 比較し ても 低い水準と
なっ ています。
　 将来に備え、 より 一層の資金準備を する必要があり ます。

説　 明

　 有形固定資産のう ち、 土地以外の償却資産の取得価格に対する減価償
却累計額の割合です。 償却資産が耐用年数と 比較し てどの程度経過し て
いる のかを 示すも のです。 100％に近いほど老朽化が進んでいる と 言えま
す。

減価償却累計額合計　 ÷　 償却資産取得価額合計
※有形固定資産のう ち土地等の非償却資産及び物品を 除く

② 有形固定資産減価償却率

③ 資産更新準備率
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(４)　行政サービスに無駄は無いか　～効率性～

計算式

単位： 万円

連結会計 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 71. 3 65. 6 64. 0 65. 9

近隣市 72. 4 65. 8 63. 7 ※

類似団体 72. 0 65. 9 63. 7 ※

(5)　行政コストに対する受益者の負担はどの程度か　～自立性～

計算式

単位： ％

一般会計等 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

袋井市 2. 6 2. 9 3. 6 3. 3

近隣市 3. 7 4. 3 4. 7 ※

類似団体 3. 5 4. 4 4. 6 ※

説　 明 行政サービ スの提供に対する受益者の負担割合を 表し ます。

経常収益　 ÷　 経常費用

分　 析
　 受益者負担率は、 近隣市や類似団体と 比べ低く なっ ています。
　 受益者が直接負担するこ と が求めら れる費用については、 定期的に見
直し を 行い、 必要に応じ 負担率を 上げる検討が必要です。

分　 析

　 令和５ 年度は、 国の物価高騰対策事業の実施などによ り 、 前年度よ り
およ そ２ 万円増加し まし た。
　 行政サービスの内容は、 各自治体で異なる ため、 需要に対し て十分な
行政サービ スが提供でき ている かは個々の事業で検証が必要です。

説　 明 市民一人当たり の行政サービスの効率性を 示すも のです。

純経常行政コ スト 　 ÷　 市の人口( R6. 3. 31現在： 88, 321人)

① 市民一人当たり行政コスト
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